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１研究課題
本論文での主たる研究課題は，以下の点にある。すなわち，本論叢第１号お
よび第２号で見てきたように，フィリピンにおける貧困層，いわゆるＢＯＰ
(BaseofthePyramid）層は同国人口の６割以上を占めている。しかも経済活
－２７－
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動人口の約７割が不安定就業層であった｡このことは可処分所得能力が低位に
限定されてしまうために，購入品の範囲も生活必需品に限定され，その結果，
最終消費市場の規模も低位に限定されることになる。
他方，近年，同国の中間階層の台頭と個人消費市場の順調な拡大も指摘され
ている。本論文における最大の論点は，したがって，一方での大きく深い
ＢＯＰ層の存続と，他方での個人消費市場の拡大という矛盾しあう現象をどの
ように理解すべきなのかという点に置かれている。そしてその鍵となっている
海外からの送金額の推移と同国経済に占める位置，および海外出稼ぎ労働者と
海外移民の実態])を検討していく。
２フィリピンのＢＯＰ市場の構図と個人消費
フィリピンのＢＯＰ層の絶対的・相対的規模については，前号，前々号にお
いてみてきた通りである。そこから生じてくる疑問は，国民の大多数がＢＯＰ
層として位置づけられうるにもかかわらず，なぜ個人消費額は拡大基調にあ
り，一見，多くの大衆の購買意欲が高いのだろうかという点にある。そこで，
まずはじめに日本とフィリピンのGDP(GrossDomesticProduct：国内総生産）
に占める家計最終消費支出の割合を比較してみよう。日本のＧＤＰに占める家
計最終消費支出額の比率は，1990年代から2010年にかけてほぼ54-58％台で推
移している2)。他方，フィリピンの場合には，2010年，2011年，2012年第一四
半期の同数値とも，７１％～76％台となっており，ＧＤＰに占める家計最終消費
額の比率はかなり高い3)。この個人消費額の伸び率は約６～７％で堅調に推移
している。この数値からは確かに同国個人消費市場の規模と拡大が同国ＧＤＰ
の規模と成長に大きなインパクトを与えていることになる。逆に，経済活動人
口に占めるＢＯＰ層の比率が高く，個人消費の絶対的規模が低位に抑えられて
いるとすれば，このＢＯＰ層全体の低所得水準が同国のＧＤＰを低位に押し込
めてしまう最大の要因であるともいえる。この両者の矛盾を理解するための基
本的要因を，本論文では海外からの送金額の視点から検討していく。
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Ｓ海外フィリピン人労働者の給与所得額と送金額
３－１海外フィリピン人労働者の給与所得額とＧＤＰ
フィリピンのNationalStatisticalCoordinationBoard（以下，ＮSCB）が
2012年に公表したデータをもとにこの点について検討してみよう４)。
表１は，同国のＧＤＰ（Ａ）とその中でも最大の項目である家計最終消費支
出額（HouseholdFinalConsumptionExpenditures：Ａｌ)，および海外で得た
所得額（NetPrimarylncome：Ｂ）およびその中でも最大の項目である海外
での労働の対価として得た給与所得額（Compensation：Ｂｌ)，そして国民総所
得（GrossNationallncome：Ｃ）の1960年以降の数値の推移を表している。
GDPに関しては，従来通り，家計最終消費支出額，政府最終消費支出額，資
本形成額，輸出額，および輸入額のマイナス分の総計から構成されている。
GDPのうち，家計最終消費支出額が最大の構成項目で，1960-1990年までは
60％台，2000年以降は70％台で推移している。
つぎに，ＮｅｔＰｒｉｍａｒｙｌｎｃｏｍｅ（以下，NPI）は，海外で働くフィリピン人
労働者（OverseasFilipinoWorkers：以下ＯＦＷ）が海外で受け取った「従業
貝給与額（Compensationofemployees)」と「有形・無形資産所得（Property
income)」の合計額から，海外に支払った「従業員給与」と「有形・無形資産
所得」の合計額を差し引いたネットの海外からの所得である。この「従業員給
与所得」は海外への支払額はゼロであるため，「Bl」に示されている「従業員
給与所得（Compensation)」額はＯＦＷが海外で得た従業員給与受取額に等し
い。そして，ここで留意する必要がある点は，このＮＰＩ（B）の額よりも
OFWが海外で得た従業員の給与額（Compensation：Ｂ１）のほうが大きい点
である。それは海外への従業員給与支払額がゼロであることと，有形・無形資
産の保有に伴う所得の海外への移転がネットでプラスとなっていることにある。
最後に，国民総所得（GrossNationallncome：以下，GNI）は上記のＧＤＰ
とＮＰＩとの合計額である。再度，それらをまとめると，GNI＝ＧＤＰ＋ＮＰＩと
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出所：NSCBNationalAccounts（http://www.､scbgov､ph/sna/）より算出。
注：NetPrimaryIncome（海外での純給与所得）がプラスになるのは1991年。
ｌＹＰＬＵｒＬＸＰｌ｡ＮＵｌｌＵＫＬ 1９６０ 1９７０ 1９８０ 1９９０ 2000 2005 2006 2007 2008 2009 2０１０ 2０１１ 2012(lstOtr）
Ａ・ＧＲＯＳＳＤＯＭＥＳＴＩＣＰＲＯＤＵＣＴ 14933 43771 270063 ｌＩ９３５２８ 3580714 5677750 6２７１１５７ 6892721 7720903 8026143 9003480 9735521 2419980
AlHouseholdFinalConsumptionExpenditur 10080 27866 164341 ８１２６５４ 2585276 4259131 4677986 5064463 5739592 5993427 6442033 7177046 1838341
(Ａｌ/Ａ） 0.675 0.637 0６０９ 0６８１ ０７２２ ０７５０ ０７４６ 0.735 ０７４３ 0７４７ 0.716 0.737 0.760
BNetPrimarylncome -608 -２１９０ -５１８７ -18006 6１６１６２ 1472565 1６１１９３１ １７４１４]0 2055282 2626323 2992597 3142606 832580
Ｂ１(Compensation） 3Ｚ10993 3347150 940356
(B/Ａ） 0１７２ 0.259 0.257 0.253 0.266 ０３２７ ０３３２ 0.323 0３４４
(B/Ａ１） ０２３８ ０３４６ 0.345 0.344 0.358 0438 ０４６５ 0.438 0.453
(Ｂ１/Ａ） ０．３５７ 0.344 0.389
(Ｂ１/Ａ１） 0.498 0.466 0.512
ＣＧＲＯＳＳＮＡＴＩＯＮＡＬＩＮＣＯＭＥ 14325 ４１５８１ 264875 1175522 4196876 ７１５０３１５ 7883088 8634132 9７７６１８５ 10652466 11996077 12878127 3252560
(Ａ１/C） ０７０４ 0.670 ０６２０ ０６９１ 0６１６ ０５９６ 0.593 ０５８７ ０５８７ 0.563 0.537 0.557 ０５６５
(B/C） 0１４７ 0.206 0.205 0.202 ０２１０ 0２４７ ０２５０ 4４ 0.256
(Ｂ１/C） ０２７４ 0.260 0.289
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して表される。
そして，表ｌに示されているようにGNIの最大の構成項目が家計最終支
出額であるが，1960年から2011年にかけて，70.4％から55.8％へと低下基調を
となっている。その最大の要因は，NPIが1991年以降プラスに転じ，以降，
GNIに占める割合が，2000年の14.7％から，2011年の240％へと上昇傾向を示
したことに求められる。その結果，ＧＤＰ（Ａ）とＮＰＩ（B）との対比の推移を
見てみると，後者は前者に対して2000年の17.2％から2011年の31.5％の規模へ
と高まっている。特にGDP(Ａ）とＯＦＷが海外で得た従業員給与送金額(Bl）
との対比でみてみると，2010年が35.7％，そして2011年が33.7％，そして2012
年第一四半期が38.9％の水準となっている5)。
そして，ＧＤＰの最大構成支出項目である家計最終消費支出額（Ａｌ）とＯＦＷ
が海外で得た従業員給与額（Bl）とを対比してみると，2010年，2011年の前
者に対する後者の割合は49.8％と46.0％であり，さらに2012年の同四半期の|可
数値は51.2％の水準にまで及んでいる。
したがって，海外で得た従業員給与額の規模は同国の家計最終消費額の約半
分の規模にまで及ぶことを意味する。言い換えれば，海外での給与額の増大に
よって家計最終消費支出額が増加傾向を示してきたとすれば，同国の個人消費
市場の拡大は同国内の就業機会の増大と安定就業層の拡大によってもたらされ
たものではないことを意味する。
３－２海外出稼ぎ労働者（ＯＦＷ）と本国送金額
（１）ＮＳＣＢデータによる本国送金額の規模
表２に示されているようにcompensation（Ｂ１）が「ＯＦＷが海外で得た給
与所得」を示すのに対して，remittancesbyOF（OverseasFilipinos）（B2）
はそのうち，本国に銀行を経由して送金された額を示している。ただし，この
Remittance（送金額）はＯＦＷおよび海外移民労働者からの送金額も含まれ
ている（表２参照)。
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表２CompensationとRemittance（送金額）との相違点
出所：Ｖ・RIlarina氏（Chief,ExpenditureAccountsDivision,NSCB・EconomicStatistic
Office）提供資料
そこで，この本国に送金された額（B2）がＧＤＰ(Ａ）と家計最終消費額（Ａｌ）
に対してそれぞれどれくらいの規模に匹敵するのかを確認してみよう。表３に
示されているように2010年と2011年の（B2/Ａ）は94％と８９％，および（B2／
Ａｌ）がそれぞれ131％と12.1％の規模に及んでいる。
この送金額はいわゆるキャッシュとして生活用品その他を直接購入しうる貨
幣額を意味するため，個人消費に対してより強い直接的影響を持ちうる。ここ
でさらに留意する必要がある点は，すでに述べたように，こうした送金額はあ
くまで銀行を経由して送金された額を示している。それでは，銀行を経由しな
いで，本国に持ち込まれた額は，本国に持ち帰った総額のどれくらいを占めて
いるのであろうか。
－３２－
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範囲
OFWが得た給与、賃金。時間外支
払い、賞与、衣服手当て、旅費
手当て等を含む。
()ＦＷが海外から送金した額。主
に給与、賃金、その他手当て類。
海外滞在中の諸経費を除く。
居住期間
地上勤務者の場合は、２年間の
居住者、海上勤務者は１年間の
居住者
OFWは地上、海上とも1年の居
住期ＩｌＩ］
算定（推定）値
スキルと国ごとの月間配属と平
均給与を考慮した０FＷ数をベー
スに推定
銀行の報告額をベースに推定。
銀行を経由していない送金は
含まれない。ＯＦＷと移民労働者
とはここでは区分されていな
い ０
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表３ＮＳＣＢとWorldＢａｎｋデータとの比較による送金額の規模
（2010年，2011年）（通常価格：百万ペソ）
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出所：ＮＳＣＢおよびWorldＢａｎｋデータより算出
注：（１）ＳＯＦ調査では，2011年の銀行経由以外の送金額が送金額全体の
２８％であったことから，Ｂ３（2011年）の数値は，Ｂ２ｘＬ２８として
算出。同様に2010年のＢ３は，2004年の同比率が24％であり，徐々
に増加傾向となっていることを想定して，Ｂ３（2010年）の数値は，
Ｂ２ｘＬ２７として算出してある。
（２）2010年と2011年の為替レートは，フィリピン中央銀行の年間平均
レートの１ドル4511ペソと43.31ペソを使用。
－３３－
CulTentPR-ice (inmillionPes s）
ｌ ＬＵｒＬＪＫ Ｌ Ｕ ｌＵｌＵ１ 2０１０ 2０ １ ２０１２(lstOtr）
Ａ・ ＭＥＳＴＩＣ ＣＴ 9003480 9735521 2419980
AlHouseholdFinalConsumDtionExDenditure 6442033 7177046 1８３８３４１
(Ａ１/Ａ） ０７１６ 0.737 ０７６０
BNetPrimarvlncome 2992597 3142606 832580
(ComDensation） 3210993 3347150 940356
(Remittances行omOFVV） 846398 8
( / ） ０３５７ 0３４４ 0３８９
(Ｂｌ/Ａ１） 0.498 0.466 ０．５１２
(Ｂ２/Ａ） 0.094 ００８９
(Ｂ２/Ａｌ） 0１３１ ０１ １
Ｒ](＝Ｂ２＊１２８２２０１１）Ｂ３Ｉ＝Ｂ２＊１２７:２０１ ） 1074925 1１１５２２２
( / ） 0」1９ 0１１５
３/Ａ ） ０．１６７ 0」５５
(Ｂ３/Ｂｌ） 0３３５ 0３３３
Ｂ４(WorldBankData） 966572 998945
(Ｂ４/Ａ） 0１０７ O」０３
(Ｂ‘ /Ａｌ） 0１５０ 0１３９
(Ｂ４/Ｂｌ） ０３０１ 0２９８
Ｂ５(Ｂ４＊128:２０１１）Ｂ５(Ｂ４＊Ｌ２７:２０１０） 1227546 1278650
(Ｂ５/Ａ） 0１３６ 0」３１
(Ｂ５/Ａｌ） 0１９１ ０１７８
(Ｂ５/Ｂｌ） 0.382 0３８２
ＧＲＯＳ ＮＡＴｌＯＮＡ Ｅ 11996077 1２８７８１２７ 3252560
(Ｂｌ/Ｃ） 0.274 0２６０ ０２８９
(Ｂ２/Ｃ） 0 069 ０ 068
(Ｂ３/Ｃ） ０ 090 ０ 086
(Ｂ４/Ｃ） ０ 0８１ ０ 776
(Ｂ５/Ｃ） ０ 1０２ ０ ０９９
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この点に関しては，ＮSCBが毎年行っている「SurveyonOverseasFilipinos
(以下：SOF)」のデータが参考になる。最新の「2012ＳＯＦ」の調査結果に関
する報告によると６)，2011年にＯＦＷが海外から本国に持ち込んだ額のうち，
銀行経由が71.9％，その他（直接本人による持ち込み，等々）が28.1％となっ
ている7)。このことは，銀行を経由しない額を含めた，ＯＦＷ（および移民労
働者）が本国に持ち込んだ推計額は，Ｂ２の128倍ということになる。表３の
B３（2011年）はこのＯＦＷによって実際に持ち帰られた額の推定額を示して
いる。また，2010年のＢ３の同数値は，2008年の銀行経}１１以外からの送金比率
が24％，2011年の同比率が28％となっていることから，2010年の同比率を27％
と推定している。
それでは，銀行経由や直接持ち込み等々，多様なチャネルを通して本国に持
ち込まれた海外での労働の対価としての持ち込み推定額（B3）は，ＧＤＰ（Ａ)，
家計最終消費額（AllおよびＧＮＩ（C）それぞれに対してどれくらいの規模
となっているのであろうか。まず，ＧＤＰ（Ａ）に対しては，2010年が11.7％，
2011年が110％，家計最終消費額（Ａｌ）に対しては，１６４％と150％，さらに
GNI（C）に対しては，9.0％と8.6％となっている。そしてＯＦＷが海外で得た
労働報酬額（Ｂｌ）の約三分の一が本国に送金されていることになる。
ここで留意しておく点は，送金額が本国での家計最終消費額の約15-16％ほ
どを占めている点である。
（２）WorldＢａｎｋのデータによる本国送金額の規模
つぎに表３に示されているＢ４はWorldＢａｎｋ（2011：以下，Ｗ、Ｂ）が公
表しているフィリピンに送られた海外からの送金額を示している8)。このＷＢ
のデータをベースに|i1じょうに同国のＧＤＰ（Ａ)，家計最終消費額（Ａｌ)，お
よび海外給与（Ｂ１）とを対比してみよう。2011年には対ＧＤＰ比で10.3％（2010
年：12.0％)，対家計最終消費額が１３９％（同15.0％)，そして対海外給与比で
29.8％（同30.1％）となる。さらにＷＢのデータも基本的には銀行経由での送
金額をベースとしていることから，ＳＯＦの調査に基づくＢ３の算出方法と同じ
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ように，銀行経由の送金額が全体の72％となると仮定し，2011年の送金額合計
(B5）をＢ４×1.28として算出している。この方式によって算出された2011年の
送金額（B5）は，同国の対ＧＤＰ（Ａ）比で131％（2010年：136％)，対家計
最終消費額（Ａ１）比で17.8％（2010年：１９１％)，対海外給与比で382％（2010
年：382％)，そして対GNI比で99％（2010年：１０２％）に及ぶことになる。
ただし，この算出方式でもＷＢ（2011）が指摘しているように銀行経由以
外のinfOrmalなチャネルによる多様な送金方法がとられているためにデータ
に表示されている送金額は過小評価されているものとして認識する必要がある
(ＷＢ：2011,xvii-xviii)。換言すれば。実際の海外からの送金額はさらに多く
なることを意味することから，送金額の対家計最終消費額に対する比率は上記
の17.8％～19.1％より高く，少なくとも20％以上となると推定しうる。
４海外出稼ぎ労働者（ＯＦＷ）の職務構成と出稼ぎ地域
４－１海外出稼ぎ労働者（ＯＦＷ）の職務構成
つぎに，海外での給与所得者の労働，職務内容を概観することによって，こ
れら海外送金者の多くがいわゆる安定就業層か不安定就業層か，さらには高度
専門職を中心としたいわゆる中間層なのかをみていこう。
ＮSCBが毎年行っている「海外フィリピン労働者に関する調査」（"Survey
onOverseasFilipinos,,：略称［SOF]）の2011年版の概略がＮＳＣＢのウェブサ
イト上に紹介されている。同資料によると，2011年の４月から９月の期間に海
外で勤務していた同国籍労働者（勤務者）は推定220万人，そのうち男性が
52.2％，女`性が47.8％。彼らの年齢構成は約半数（46.2％）が25～34歳となっ
ている。
さらに,2007年,2008年とも，２５歳以下の層が10.0％を占めており，その結果，
34歳以下の層が全体の56.7％と過半数を構成している9)。したがって，2011年
版においても，２５歳以下の層が１０％前後を占めていることが想定されることか
ら，３４歳以下のＯＦＷが全体の55％-60％を構成していることが想定されうる。
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こうした年齢からも推定しうるように，ＯＦＷの職務構成のうち，単純労働
者・未熟練労働者が全体の32％台で最も多くを占めている（表４参照)。
表４０FＷの職務構成比（単位：％）
２００８
，，出所：``2008SOFPressRelease”および``NSCBRenewsClearanceoftheOverseａｓ
より作成
ＯＦＷの約47-48％台を占める女性労働の多くは家政婦（householdservices，
domesticworker）によって担われているが，この種の労働はこの同表（１）
の職務分野に含まれている｡
また，professionals（専門職）のなかでは看護婦が最多の約30％を占めてお
り'0)，そのなかでもサウジアラビアだけで約１万人（2009年）が勤務している．
こうした点を考慮して，上記表４をさらに職種別上位１０職種でみたのが表５で
ある｡同表はPhilippineOverseasEmploymentAdministration（フィリピン
海外雇用管理局）が発表していた2010年版からのデータである。同表によると，
圧倒的に多いのが，－番目の"householdserviceworkers,'であり，さらに９
番目の"HousekeepingandRelatedServiceWorker',の両職種で全体の約30％
を占めるに至っている．
－３６－
２０１１
(1)laborers＆unskilledworkers ３２．４ 3２．７
(2)serviceworkers,ｓｈｏｐ＆marketsalesworkers 1４．３ 1５．５
(3)plant＆machineoperators＆assemblers 1３．０ 1３．６
(4)trade＆relatedworkers 1５．７ 1２．８
(5)professionals ９．６ 1０．６
(6)others 1５．０ 1４．８
tｏｔａｌ 1００．０ 1００．０
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表５海外出稼ぎ労働者（ＯＦＷ）の人数別上位10職種（2010年：名）
出所：PhilippineOverseasEmploymentAdministration(POEA),０２）cパｃａｓＥ岬/のwzc"ｔ
ＳｍｔｊＳｒｊｃＳ２０ＩＯ
また，２番目の雑役，掃除関連の労働者（Charworkers,cleanersandrelated
workers）と５番目のウェイター，バーテンダー等の労働者が表４の（２）
serviceworkers，ｓｈｏｐ＆marketsalesworkersの多くを構成しそして（５）
の専門職種の中身も表５の三番目に多い看護婦（NursesProfessional）である
ことが想定されうる。
さらにＯＦＷによる同表の（１）～（４）にかけての職務内容が比較的未熟
練労働とみなされる理由の一つに，彼らのフィリピンでの出身地がある。専門
職の多くが集中するマニラ首都圏出身者がＯＦＷ全体の14.0-16.0％（2007年，
2008年）に過ぎないのに対して，逆に地方出身者が多くを占めていることにも
ある。
－３７－
Ｍａｌｅ Ｆｅｍａｌｅ Ｔｏｔａｌ
１ ＨｏｕｓｅｈｏｌｄＳｅｒｖｉｃｅＷｏｒｋｅｒｓ 1，７０３ 9４，８８０ 9６，５８３
２ Ｃｈａｒｗｏｒｋｅｒｓ，ＣＩｅａｎｅｒｓａｎｄＲｅｌａｔｅｄＷｏｒｋｅｒｓ ２，６１２ 9，５２１ 1２，１３３
３ ＮｕｒｓｅｓＰｒｏｆｅｓｓｉｏｎａｌ 1，８２８ 1０，２５４ 1２，０８２
４ ＣａｒｅｇｉｖｅｒｓａｎｄＣａｒｅｔａｋｅｒｓ ５４３ 8，７５０ 9，２９３
５ Ｗａｉｔers，ＢａｒｔｅｎｄｅｒｓａｎｄＲｅｌａｔｅｄｗｏｒｋｅｒｓ 4，３９３ ４，３９６ ８，７８９
６ ＷｉｒｅｍａｎａｎｄＥｌｅｃｔｒｉｃａｌＷｏｒｋｅｒｓ 8，５７６ ３０ 8，６０６
７ ＰｌｕｍｂｅｒｓａｎｄＰｉｐｅＦｉｔｔｅｒｓ 8，３９１ 1６ ８，４０７
８ ＷｅｌｄｅｒｓａｎｄＦＩａｍｅ－Ｃｕｔｔｅｒｓ 5，０３７ ２２ 5，０５９
９ ＨｏｕｓｅｋｅｅｐｉｎｇａｎｄＲｅｌａｔｅｄＳｅｒｖｉｃｅＷｏｒｋｅｒｓ ７０１ ４，０９８ 4，７９９
1０ Bricklayers，ＳｔｏｎｅｍａｓｏｎｓａｎｄＴｉｌｅＳｅｔｔｅｒｓ ４，７８ 2９ ４，５０７
Ｔｏｔａｌ 1５４，６７７ 1８５，６０２ 3４０，２７９
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４－２海外出稼ぎ労働者（ＯＦＷ）と出稼ぎ地域
つぎに，これらＯＦＷが送り込まれている海外の国別・地域別構成比を確認
してみよう。2011年ＳＯＦデータによると，中東のサウジアラビア（22.6％)，
UＡＥ（14.6％)，カタール（6.9％）だけで全体の441％を占めている。これに
クウェート，バーレーン，およびレバノン，ヨルダン，等を加えると50％以上
に及ぶことが想定される（2008年データではこれら中東諸国の合計が491％)。
さらに家政婦労働者（householdserviceworkers,housekeeping＆related
workers）として働く国，地域として，香港（2008年：5.9％)，シンガポール
(2008年：6.2％)，マレーシア（2008年：2.6％）を力Ⅱえると，明らかに高度な
教育を必ずしも必要としない職務内容を中心とする地域が多くを占めていると
言える。
４－３出稼ぎ地域と送金地域との相違
ここでさらに留意する必要がある点は，上記の送金額にはこのＯＦＷ以外に
海外に移住した海外在住のいわゆる移民したフィリピン人からの送金がどの程
度含まれているかという点である。
問題は，フィリピン中央銀行が提示している海外からの送金国の表示はその
送金者が実際に働いている国であるとは言えない点にある。
表６に示されているように，2010年現在，海外フィリピン人在住者の人数別
上位13か国（永住，テンポラリー計１０万人以上）を見ると，米国が最も多く，
カナダも三番目に位置している。
しかしながら，表２においても指摘されていたように，ＯＦＷが海外での労
働から給与を得ている場合，その居住の定義は，地上勤務者（Landbased
workers）が２年間海上勤務者（Seabasedworkers）で１年間となっている。
POEA（フィリピン海外雇用管理局）の統計データによると，2010年のＯＦＷ
による海外在住人数別上位国は，表６のテンポラリー在住者数の順位にほぼ一
致している。
また前項で述べたように中東諸国がＯＦＷ全体の50％前後を占めている。
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表６海外在住フィリピン人（０F）の居住条件別・国別人数
（単位：千名）：2010年
国・地域 ＰＣ「ｍａｎｅｎｔ Ｔｃｍｐｏｒａｒ ｌ「rｅｙｕａｒ
２８８２
Ａｕｓｔｒａｌａ ３０２
Ｍａｌａｙｓｉａ
２９０
1５０
１９７
Ｈｏｎｋｏｎ’
１６９
Ｓｉｎｇａｐｏｒｃ １６０
Ｗｏｒｌｄｌ【DｔａＩ
IＯＯＣ
（６） ２７］７） （１２８） （２８５１
（６２８％） （１８２％） （３０１％）
Source:CommissiononFilipinosOverseas,St0cﾉﾔＥＳ伽α/CQ/,ODCハeas〃jPj"Ｃｓ
注：永住権保有者とテンポラリー在住者の合計人数が１０万人以上の国に限定し
た。なお，フィリピン人が在住している国・地域は，アフリカ52か国，ア
ジア（東・南アジア）３１か国・地域，中東13か国，ヨーロッパ51か国，北米・
中南米53か国，オセアニア17か国，総計217の国・地域となっており，ほ
ぼ全世界に在住している（CommissiononFilipinosOverseas，上記資料
参照)。表６のTemporaryとIrregular形態での在住者数合計がＯＦＷの
今計数にほぼ等しい。
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ｅｒ ｅ ｙ Iｒｒｅｇｕｌａｒ Ｔｏｔａｌ
１ ＵＳＡ 1２８ 1５６ ３１６７
２ ＳａｕｄｉＡｒａｂｉａ １４８２ ３０ １５１３
３ Ｃａｎａｄａ ５８１ ８０ ６ ６６７
４ ＵＡＥ ２ ６０６ ２８ ６３６
５ Australia 3 ４０ ３ 3４６
６ Ｍａｌ aｙ
●
ｓ１ａ ２６ ９０ ２００ ３１６
７ Qatar 1５ ３０５
８ Jａｐａｎ １ 1２７ 1３ ２９０
９ ＵＫ ９３ ９４ 1０
1０ Ｈｏｎｇｋｏｎｇ ２４ 1４１ ５ 1７０
1１ Ｋｕｗａｉｔ 1６１ ８ 1
1２ ｅ ４４ ６７ ４９ 1
1３ Iｔａｌ ｙ ３３ ７７ 1３ １２３
ＩｄＴｏ ｌ 4４２４ ４３２４ 7０５ ０４５３
４６．８％ ４５．７％ ７．５％ 100％
(中近東地域） ( ( １ (128 (2851）
(62.8％ (18.2％ ( ０．１％
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銀行経由によるフィリピンへの送金元の国を，送金額順位で確認しつぎに銀行経由によるフィリピンへの送金元の国を，
てみよう（表７参照)。
表７海外在住フィリピン人（０F）から本国への送金元の国別順位
（2010年：単位ＵＳ千ドル）
ａｎｄｂａｓｅｄ Ｓｃａｂａｓｃｄ
ＳａｕｄｌＡｒａｂ１ａ
Ｊａｐａｎ
Ｈｏｎｙｋｏｎ
出所：BangkoSentralNGPilipinas,OverseasFilipinos，Cash
Remittances
－４０－
Ｌ ｅ ｅ
１ ＵＳＡ 7８６２ 5９２７ 1９３５
２ Ｃａｎａｄａ 2０２３
３ S ｉ ｉ 1５４４
４ ＵＫ 8８９ 6２６ 2６３
５ Jａ 8８２ ５７２ ３１１
６ ＵＡＥ ７７５
７ lｔａｌ ｙ 5５１
８ Ｇｅｒｍａｎｙ ４４８ ２１６ 2３３
９ Ｎｏｒｗａｙ 3７３ 5０ 3２３
1０ Ｈｏｎｇｋｏｎｇ 3６３
１１ Qatar 2４７
1２ Australia 2０１
1３ Ｂａｈｒａｉｎ 1５７
1４ Ｔａｉｗａｎ 1２２
1５ Ｋｕｗａｉｔ 1０６
1６ Ｍａｌａｙｓｉａ ９７ ７５ ２１
Ｔｏｔａｌ
(中東合計）
1８７６３
(2964）
1４９５７ 3８０６
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表６，表７に示されているようにＯＦＷが多数勤務し居住している国別順
位と送金額別送金元の国別順位とが一致していない。この点をどのように理解
すべきであろうか。
それに対する理由の第一は，多くのＯＦＷの居住先国であるサウジアラビア
やＵＡＥをはじめとする中東諸国から銀行経由でフィリピンに送金する場合，
直接，フィリピンに送金されるのではなく，中継銀行，いわゆるコレスポンデ
ント銀行（略称：コルレスバンク）を経由することに起因していると推定され
うる。ちなみに，表５の出所先のＰOEAによるDverseasEmployment
Statistics20１０，，の表７に示されている０Ｆによる送金元の国名データにおいて
も，その脚注において下記のように注記されている。
“Ｄａｍａγｃ〃0ｔ〃」(We1此cﾉﾉz）CCI//ｈｃａｃ伽/ｓｏ"γｃｃｑ/”伽加"cccl/ＤＦＭ"ｅ
ｔｏﾉﾉｉｅｃＯ"z"zo〃ｐｍｃｔｊｃｃｑ/γc〃伽"CBCC伽沌z〃zﾉαγio"Ｓｃ伽ｓａｂｒｏａｄ/OCC"応ｅ
γc"zz伽"CCMﾉbγoz`g/DCCγγcSPo"｡ｅ"／ｂα"んｓ腕Csﾉﾉ【ｙ/ocα/ｅｄｊ〃ﾉﾉｉｃＵ>ｚｉＭＳ/zz〃s，
S/"ｃｃｂα"んｓα"γｉ6脚ノノbe”"ｚｊｔｍ"ｃｃｔ０／"〃zosrz〃mcdjtz花ｓｏ"γcc，ＵＳ，
仇cγ(!/bγcCZPPcα'Ｍｏｂｃノル机αi〃ｓｏ"γｃｃｑ/Ｏ凡花伽加"CCS．
上記の脚注の文に記載されているように，送金者はＯＦＷではなく，０Ｆ
(OverseasFilipino）になっており，海外に永住権を有する移民フィリピン人
も考慮の対象となっている。さらに米国に所在するコルレスバンクの存在も明
記されている。
そこでつぎにＯＦＷが多数居住している国別順位と送金額別送金元の国別順
位とが一致していない二点目の理由を検討してみよう。表７のSeabased
workers（海上勤務者）による送金額と送金元をみると，アメリカ，イギリス
日本，ドイツ，ノルウェ_のようにＯＦＷが少ないにもかかわらず，送金額が
多い国名が存在する。これは，フィリピン人船員が送金する際，かれらが働く
船の所有会社本社所在地から送金した可能性が想定されうる。ただし，この場
合にも上述のドルユーロおよびポンドでの送金を中継する米英およびドイツ
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や香港系コレスポンデント銀行の所在国の影響を受けていることが想定されう
る。
最後に，ＯＦＷが多数居住している国別順位と送金額別送金元の国別順位と
が一致していない第三点目の理由は，２年以下のテンポラリーな居住条件と
なっているＯＦＷが送金する以外に，永住権を保有する移民フィリピン人が家
族や親戚に送金している事実も否定しえない。特に米'五Ｌカナダ，オースト
ラリア，日本の場合には，テンポラリーな出稼ぎ労働者よりも移住したフィリ
ピン人のほうが多数生活している。
以上の諸点から，海外からフィリピンへの送金額はいわゆる海外出稼ぎ労働
者としてのＯＦＷからの送金額を中心に，海外に移民した海外移住者をも含め
た海外在住フィリピン人（OverseasFilipinos：０F）からの送金額の総額とし
て理解されうる。
Ｓ送金額と輸出額，直接投資額との対比
５－１送金額と輸出額との対比
これらの海外からの送金額を同国の輸出額とを対比してみよう。2010年の輸
出額は514.3億ドルであったから，同年の海外からの送金額（WorldＢａｎｋベー
ス：2143億ドル）はその約41.7％の規模に相当し，同様に2009年の送金額（同
197.7億ドル）は同年の輸出額（3834億ドル）との対比でその約516％の規模
に及ぶ。同国の2010年の輸出額を輸出項目別に見ると，最大の輸出品目が「特
殊品目（委託加工用に輸入された原材料で製造した完成品輸出項目：149.7億
ドル）で輸出全体の29％，つづいて電気機器・'可部品の項目が142.0億ドル
で輸出全体の27.6％となっている。したがって，仮に，海外出稼ぎ労働者から
の送金額を労働力輸出と置き換えた場合には，輸出品目的には，この海外から
の送金額として表現される労働力輸出額が圧倒的に第１位となる。そしてすで
に第３表で見てきたように，銀行経由以外の送金ルートで持ち込まれた送金推
定額を示す同表のＢ５（WorldＢａｎｋ推定の送金額×127倍＝272.1億ドル）ベー
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スで換算してみると，2010年の送金額はフィリピン総輸出額の約53％にも及ぶ
ことになる。
５－２送金額と直接投資額との対比
つぎに，認可された直接投資額と送金額との対比を検討してみよう。
2008年，2009年，2010年および2011年の直接投資額（認可ベース）はそれぞ
れ1827億ペソ，1218億ペソ，1961億ペソそして2561億ペソであった'')。したがっ
て,2010年の対比でみると，本国への送金額は同国への直接投資額の実に4.9倍，
2011年の対比で3.9倍に相当する。また，前項で指摘したように，銀行経由以
外の送金ルートで持ち込まれた送金推定額を示す同表のＢ５（WorldＢａｎｋ推
定の送金額×1.27倍＝272.1億ドル）ベースで換算してみると，2010年の送金額
は同年のフィリピン対内直接投資額の約6.3倍，そして2011年の同比率も50倍
に及んでいる。
Ｓ海外からの送金と現地での使途
こうした海外出稼ぎ労働者（OverseasFilipinoWorkers）からフィリピン
現地へと持ち込まれたお金は，主に衣食住関連の生活必需品の購入を中心とし
た生活費の補填，および子供の教育費の補填，等に充当されると理解されうる。
こうした生活関連に必要な経費が送金からの支出額の80-90％を占めているこ
とが指摘されている'2)。こうした送金の使途については他の諸国においても基
本的には同じような傾向を示している。たとえば，中南米移民による世帯向け
送金の使途別構成については，内多（2005）（2009）がＵＮおよびIDBのデー
タをベースに紹介している。これによると，使途別構成比のなかで日常的生活
費がメキシコで78％，中米平均で77％，エクアドルで61％となっており，さら
に教育費と医療費も残りの多くを占めている（内多：2005,ｐ,32,:2009,ｐ25)。
－４３－
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7まとめ
2009年のフィリピンにおける経済活動人口は，経営論叢２号でみてきたよう
に，約3,780万人となっている。また海外で働くＯＦＷの総数はTemporaryと
Irregularを合わせた公的ベースでは約500万人（表６参照)，さらに海外に移
住して永住権を有するフィリピン人を含めると950万人が海外に在住する。実
際には，推定実数ベースでは1,000万人以上とされている（ジェトロマニラ
[2012])。したがって，フィリピン国内の経済活動人口との対比でみると，
OFWの公的ベースでの比率では約13％，○Ｆとしての公的ベースで約25％，
推定実数ベースで約26％の規模に相当することになる。
同国経済活動人口の約26％に相当する推定約１０００万人以上の海外で就労，お
よび在住するフィリピン人が2010年および2011年同国に送金した額は，表２に
試算されていたように，同国の同年名目ＧＤＰの約11％と約１０％に相当する
(表２，［B4/Ａ］参照)'3)。さらに，銀行経由以外の送金ルートも含めて，同国
に持ち込まれたと推定される送金額ベースで対ＧＤＰ比率を算出すると，それ
ぞれ約14％と約13％にも及ぶ（表２の［B5/Ａ］参照)。しかも，ＧＤＰの最大
構成項目である家計最終消費額に対する送金額（表２の［B5/Ａ１］参照）の規
模は，2010年，2011年にそれぞれ約19％と１８％の水準に及んでいる。しかも統
計上把握されていないいわゆるinfOrmalsendingchannelで送金された実際の
送金額は20％を大幅に上回ることも想定されうる14)。
他方，インフォーマルセクターを中心とした不安定就業層と完全失業者数を
合わせたいわゆるＢＯＰ層は経済活動人口の約７割を占め続けている。そして，
海外在住のＯＦＷの職種と職務内容の多くも，短期契約の不安定就業形態での
高度のスキルを要しないもので構成されている。
したがって，海外０Ｆ（ＯＦＷと移民）から家族や親族に送金されてきたお
金は，当然のことながらこうした不安定就業層の家族に経済的に大きく貢献
し,ＢＯＰ層ないし潜在的ＢＯＰ層の生活基盤を大きく支えていると推定されうる。
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また，海外出稼ぎ労働者や移住者からの送金額が単に個人消費レベルでの市
場拡大のみならず，同国の輸出額や対内直接投資（認可ベース）との対比にお
いてもそれぞれ50％以上と５－６倍の規模に及んでいるということは，もはや
海外からの送金が一国の再生産基盤に不可欠の位置を占めていることを意味す
る。
換言すれば，海外での不安定就業形態での労働の対価でもある海外からの送
金が同国経済にとって重要な位置を占めているということは，逆に国内での自
律的ビジネス生態系を通した価値創出体系が脆弱であることの裏返しの表現で
あるといわざるを得ない。
したがって，本論文の結論を集約すると，以下のようになる。
国内個人消費市場が拡大基調にあることの経済的背景には，こうした海外
OFWや移民からの送金が重要な役割を果たしていること。彼らは基本的には，
国内での自律的ビジネス生態系の脆弱性に規定されて，国内での就業機会を制
限され，その結果，海外で就業し，その労働の対価を本国に送金し家族や親
族の生活費を補填している。しかもそうした海外での就業形態は高度な職種や
職務内容ではなく，むしろスキルを要しない不安定な就労形態であること。本
論文はしたがってフィリピンにおける個人消費の拡大基調を，つぎのように結
論付けざるを得ない。
同国の個人消費市場の拡大の経済的基盤は，「高学歴層と専門職層の台頭を
背景とした安定就業層ないし，フォーマル・セクターの拡大と都市中間階層の
台頭が，こうした層の比較的高い所得水準と可処分所得能力の向上を可能と
し，最終個人消費の拡大をもたらしているメカニズムによるものであるとは言
えない。むしろ，表６の注に示されているように，国境を超えた217の国と地
域にまたがる全世界的規模に及ぶＯＦＷによる不安定就業形態での労働の対価
としての送金がフィリピン本国の個人消費市場を下支えするメカニズムとなっ
ている｣。
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注
１） 従来，いわゆる発展途上国からの海外出稼ぎや移民の問題，および送金に関す
る問題は，主として"BrainDrain”（頭脳流出）との関連や，マネーロンダリン
グ等々の観点化から指摘されてきた（OzdeLCAndSchi丘Ｍ・（eds）［2006]，
Ａｄａｍas,ＲＨＪｒ．［2003]，JefreyRobinson［1996]，櫻井公人［2006])。
内閣府発表の国民経済計算より算出。http://www､esri・ＣａＯ,gojp/jp/sna/data／
ｄａｔａlist/sokuhou/files/2012/toukei2012html
フィリピンのＧＤＰの詳細については，NationalStatisticalCoordinationBoard
のウェブサイト（http://www､nscbgovph/）に紹介されている。こうした家計
最終消費額とＧＤＰとの関連，ないしＧＤＩ（GrossDomesticlncome）との関係
`性，および現地のビジネス生態系との関係,性については本論叢第４号で分析予
定である。フィリピン国内での価値創出型ビジネス生態系が極めて脆弱である
ためにＧＤＰに占める家計最終消費支出比率が逆に高くなっていると想定され
うる。この観点からすれば，日本企業がⅡ本国内での生産を縮小し，逆に海外
生産比率を高めた場合には，国内での雇用・付加価値生産の連関メカニズムが
以前よりも機能しなくなり，可処分所得がその分低下して，エンゲル係数が逆
に高くなる分，家計最終消費額比率も高まる可能性も否定しえない。
ＮSCB（2012）が従来の国民経済計算の修正・見直しを図って発表した，
TechnicalPapero
2009年以前の海外からの海外従業員給与受取額（送金額）は，NetPrimary
lncome（NPI）の項目ではなく，NetFactorIncome（NFI）の項目として表示
されている。名称は同じCompensation額として示されているが，2010年以降
のＮＰＩとしての表示額とに大きなズレが生じているので，ここでは，正確を期
すため2010以降の数値に限定した。ちなみに，2009年のNPIの値は2626323
百万ペソであるのに対して，同年のNFIベースでは，1131067百万ペソとなっ
ており，倍以上の差異となっている。
ここでは,NSCBRenewsClearanceoftheSurveyonOverseasFilipinos(NSCB
website）を参考にしている。
NSCBによる“2008SurveyonOverseasFilipinos”では，銀行経由で送金さ
れた割合は，76.1％となっており，したがって2011年のデータでは，銀行経由
以外の送金チャネルが増えたことになる。
WorldＢａｎｋのＷＥＢＳＩＴＥのMigrationandRemittanceDataによる。
NSCB2008SurveyonOverseasFilipinos,PressReleaseより。
ＰＯＥＡ,OverseasEmploymentStatistics2010．
いずれもＮSCBデータ。2011年の最新版は，ＮSCB（2012)，〃γcig〃Ｄ/γcc／
/>２２ﾉｅｓｔ抗c"ｊＳｊ〃／ｈｃＰＭ伽j"Cs､Fbz"ノルＱ"αγ花γ,http://www・nscb・govph/fiis／
2011/4q-ll/fdiapp4-lLasp（2012年９)]26日アクセス)。なお，フィリピンへ
2）
3）
4）
5）
6）
7）
８）
９）
10）
１１）
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のＦＤIの額は，BoardofInvestment（BOI)，ClarkDevelopmentCorporation
(CDC),PhilippmeEconomicZoneAuthority（PEZA),SubicBayMetropolitan
Authority（ＳＢＭＡ),AuthorityoftheFreePortAreaofBataan（ＡFAB)，お
よびBoardoflnvestmentsAutonomousRegionofMuslimMindanao（BOI‐
ＡＲＭＭ）の機関によって認定された額の合計である（ＮSCB：2012,ｐ｣）
IＦＡＤ（2006），SendingMoneyHome,ｐ,７．（http://www・ifadorg/remittances／
maps/brochurepdf）
WorldＢａｎｋ（2011）で紹介されているデータによれば，2009年の同数値は12％
となっている。
銀行系用での送金コストは国際的競争の結果，低下傾向を示しているが，低下
するほどinfOrmalsendingchannelから公的金融機関経由での送金方法を利用
する程度は多くなる。フィリピンの場合，現地の主要財閥は自らの銀行を保有
している。したがって，送金がこうした銀行を通して行われるほど，現地財閥
系銀行は送金されたお金を預金として保有することになり，系列の財閥系企業
への有利な安定的貸付資金として活用しうることになる。送金コストに関する
分析はまた別の機会に詳述する予定である。
12）
13）
14）
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